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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

３．純資産額の算定にあたり、第107期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。 

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 17,345 20,374 20,392 38,178 43,204 

経常利益（百万円） 524 439 513 2,083 1,666 

中間（当期）純利益（百万円） 263 242 217 1,108 491 

純資産額（百万円） 19,460 20,388 20,377 20,572 20,293 

総資産額（百万円） 30,712 34,095 33,642 34,465 34,386 

１株当たり純資産額（円） 335.24 351.29 351.18 353.75 349.66 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
4.54 4.17 3.75 18.30 8.48 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 63.4 59.8 60.5 59.7 59.0 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
869 945 1,502 2,237 981 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△761 △825 △1,020 △1,666 △1,877 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△154 △251 △241 △216 △405 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
3,241 3,533 2,750 3,649 2,432 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

1,010 

[129] 

1,269 

[133] 

1,303 

[148] 

1,006 

[131] 

1,252 

[136] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

３．純資産額の算定にあたり、第107期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 16,598 19,159 18,474 36,374 39,824 

経常利益（百万円） 582 424 459 1,823 1,443 

中間（当期）純利益（百万円） 138 217 257 816 444 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（株） 

8,388 

(60,569,390) 

8,388 

(60,569,390) 

8,388 

(60,569,390) 

8,388 

(60,569,390) 

8,388 

(60,569,390) 

純資産額（百万円） 19,174 19,808 19,344 20,007 19,487 

総資産額（百万円） 29,868 32,777 31,429 33,063 32,430 

１株当たり純資産額（円） 329.66 340.81 333.16 343.35 335.47 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
2.39 3.74 4.43 13.26 7.66 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 2.5 2.5 2.5 5 5 

自己資本比率（％） 64.2 60.4 61.5 60.5 60.1 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

402 

[122] 

398 

[123] 

402 

[135] 

391 

[122] 

391 

[126] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ない。 

  また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

        ２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、ＵＩゼンセン同盟芦森工業労働組合と称し、ＵＩゼンセン同盟に加盟している。 

 なお、会社と組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

防災用繊維製品事業    137 ( 28)    

産業用繊維製品事業 1,091 (109)     

その他事業 1 ( －)     

全社（共通） 74 ( 11)     

合計  1,303 (148)     

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 402 (135)    



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資は増加基調にあり、また雇用情勢

の改善に伴い個人消費も持ち直すなど、景気は回復基調で推移した。 

 このような情勢のなかで当社グループ（当社及び関係会社）は、販売体制の一層の強化と新商品の開発による新

規市場の開拓に取り組むことで事業領域の拡大をはかるとともに、主力商品の製造コスト削減を中心とした合理化

を徹底して推進し、業績の向上に努めた。 

 防災用繊維製品事業では、消防・消火栓・産業用各ホースの拡販や大口径管更生工法「パルテム・フローリング

工法」の受注拡大、また、産業用繊維製品事業では、広巾織物、シートベルト、エアバッグなどの販売拡大に注力

した。  

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は203億92百万円と、前年同期に比べほぼ横這いとなった。 

 利益面では、原油・原材料価格の高騰による材料費増加の影響を大きく受けたものの、徹底したコストの削減を

グループをあげて強力に推し進めた結果、経常利益は5億13百万円と、前年同期比16.8％の増益となった。しかし

中間純利益については、グループ企業再編にともなう投資有価証券評価損など2億13百万円を特別損失として計上

した結果、2億17百万円と、前年同期比10.2％の減益となった。 

 以下、事業セグメント別の概況は次のとおりである。 

①防災用繊維製品事業 

 防災部門では、消防用ホース、消火栓用ホースは、積極的な営業活動を展開したが、地方都市など中小自治体の

財政縮小および市町村合併による官公需低迷や、民需向けも価格競争激化の影響が続いており、売上が減少した。

また、防災関連商品についても、新商品の拡販に注力したものの、大口の受注成約には至らなかった。 

 パルテム部門では、「パルテムＨＬ工法」は、プラント・電力分野で売上が減少したものの、上水道分野で売上

が大幅に増加した。また、下水道分野の「パルテムＳＺ工法」は売上が減少したが、「パルテム・フローリング工

法」は好調に推移し、売上が増加した。 

 この結果、当中間連結会計期間の防災用繊維製品事業の売上高は23億7百万円と、前年同期比2.3％の減収とな

り、営業利益は62百万円と、前年同期比20.4％の減益となった。 

②産業用繊維製品事業 

 産業資材部門では、物流省力化関連商品の売上が減少したほか、「シリカスクリーン」も大口物件が減少したこ

ともあり、売上が大幅に減少した。しかし、広巾織物は、ゴム工業資材用が輸出向けの在庫調整も終了し、順調に

推移したため売上が増加し、船舶用ロープも業績に寄与した。 

 自動車安全部品部門では、自動車関連用品（内装品その他）は、海外も含め好調に推移したため売上が増加した

が、シートベルト、エアバッグは、新規車種の量産開始があったものの、一部車種における生産調整の影響を受け

売上が減少した。 

 ジオ部門では、緊急排水ホースは、自然災害対策の気運の高まりにより順調に推移し、売上が増加した。しか

し、土木建設用特殊織物、基礎杭用異径織物は売上が減少した。 

 この結果、当中間連結会計期間の産業用繊維製品事業の売上高は180億52百万円と、前年同期に比べほぼ横這い

となり、営業利益は9億71百万円と、前年同期比13.2％の増益となった。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による増

加額と、有形固定資産の取得、投資有価証券の取得及び配当金の支払などによる減少額との相殺により、差引き3

億18百万円の資金の増加となり、当中間連結会計期間末の残高は27億50百万円(前年同期比22.2%減)となった。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が3億11百万円、減価償却費が7億60百万円、事

業活動に直接関わる売上債権・たな卸資産・仕入債務の収支が1億34百万円であり、これに法人税等の支払額19百

万円などを差引き15億2百万円(前年同期比58.9%増)の資金の増加となった。 

   (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出7億68百万円、投資有価証券の取得によ

る支出3億97百万円、投資有価証券の売却による収入1億32百万円などがあり、差引き10億20百万円(前年同期比

23.7%増)の資金の減少となった。 

   (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減額90百万円、配当金の支払1億45百万円などがあり、

差引き2億41百万円(前年同期比3.9%減)の資金の減少となった。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額表示の基準は、販売価額による。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．産業用繊維製品事業は主として見込生産を行っており、受注に基づく生産は、ほとんど行っていない。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

防災用繊維製品事業 1,977 96.1 

産業用繊維製品事業 17,860 94.2 

合計 19,837 94.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

防災用繊維製品事業 842 91.9 477 136.7 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はな

い。  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

防災用繊維製品事業 2,307 97.7 

産業用繊維製品事業 18,052 100.4 

その他事業 32 102.8 

合計 20,392 100.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

スズキ（株） 4,830 23.7 4,841 23.7 

マツダ（株） 4,678 23.0 3,817 18.7 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における研究開発活動は、防災用繊維製品・産業用繊維製品事業において、

より安全で、より快適、より機能的な複合材や製品、技術を生み出す事を目的としている。 

 大半の研究開発活動については、当社（芦森工業(株)）が母体となっているが、工事を主体とする『パルテム』に

関わる工事関連の研究開発については、子会社（芦森エンジニアリング(株)）と共同開発を行っている。 

  当社のコア技術である特殊織物（円筒織物、広巾織物等）は、技術深耕及び新用途探索を中心に活動を進める所存

である。特に円筒織物については、その技術は奥深く、世界一の技術を目指すことにより更に需要が拡大すると考え

ている。また、コア技術以外のテーマについても、将来の当社事業の柱となりうるものの探索を継続的に行う所存で

ある。 

 当中間連結会計期間における各事業部門の研究目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりであり、研

究開発費の総額は 485百万円である。 

(1)防災用繊維製品事業 

 防災関連製品では、消防用・消火栓用ホースともに次世代商品の開発に取り組んでおり、かねてより開発を進めて

きたコンビナート用大口径ホースについては、呼称300に続き、世界最大・最高使用圧レベルの呼称400も型式取得

し、海外への展開も図っている。 

 パルテム関連製品では、主要電力会社への『ＨＬ工法』の採用を推進し、口径100mm～250mmについて品質試験に合

格して施工実績をあげた。また、『フローリング工法』では、下水道二次覆工や農業用水分野など新規分野への適用

が可能になった。一方、農業用水大口径管への参入に向けて、『ＨＬ工法』の材料・工法・設備面での開発を推進中

である。 

 当中間連結会計期間における防災用繊維製品事業の研究開発費は 106百万円である。 

(2)産業用繊維製品事業 

 自動車関連製品では、シートベルト関係は、初期乗員拘束性能を高めたプリテンショナー付きリトラクターの開

発、ロードリミッター特性安定化品の商品化検討、及び耐Ｇ機構標準装備対応バックルの開発を進めている。エアバ

ッグ関係は、米国法規対応のローリスク展開可能な助手席エアバッグ装置の開発、下肢を保護するニーエアバッグ装

置の開発、米国新法規対応の高性能側面衝突用エアバッグ装置の商品化を進めている。 

 産業資材関連製品では、水産分野の養殖用防汚イケス『マリンライブ』については引き続き海外展開を積極的に進

め、超高強力ポリエチレン繊維を素材としたロープ『マリンコスモ』についても多用途展開と拡販を推進している。

物流分野では、引き続きトラック架装商品及びその周辺商品の拡大を目指している。また、防火シャッター『シリカ

スクリーン』は、エレベーター前遮煙装置に加え、大間口スクリーンへの展開と更なる新商品の開発を進めている。

 ジオ関連製品では、『ロジオジャケット』を用いた土木建設分野における材料・工法の開発が順調に進展してい

る。ＦＲＰを用いた切削可能な構造材『ＳＺセグメント』『ＳＺパイル』、河川・湖沼等の浚渫泥土を袋詰めする材

料『ロジパック』、トンネル・斜面で用いる止水用・補強材用ジャケット、軟弱地盤表層処理工法『パレスシート工

法』などを商品化し、拡販に努めている。 

 当中間連結会計期間における産業用繊維製品事業の研究開発費は 379百万円である。 

（注）『 』内は当社製品名である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項なし。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 220,000,000 

計 220,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 60,569,390 60,569,390 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

－ 

計 60,569,390 60,569,390 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額     
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日 

 ～ 

 平成19年９月30日 

－ 60,569,390 － 8,388 － 7,431 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式2,506千株を保有しているが、上記の大株主から除外している。 

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    2,897千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社       924千株 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

東洋紡績株式会社 大阪市北区堂島浜２丁目２－８ 9,201 15.19 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,897 4.78 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 
東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,741 2.88 

シティグループグローバル

マーケッツインク 

（常任代理人 日興シティ

グループ証券株式会社） 

388 GREENWICH STREET,NEW YORK,NEW YORK 10013 U.S.A. 

（東京都港区赤坂５丁目２－20） 
1,201 1.98 

三井住友海上火災保険株式

会社  

東京都中央区新川２丁目27－２ 1,168 1.93 

芦森工業従業員持株会 大阪市西区北堀江３丁目10－18 1,132 1.87 

シービーエヌワイディエフ

エイインターナショナルキ

ャップバリューポートフォ

リオ 

（常任代理人 シティバン

ク銀行株式会社） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 90401 

U.S.A 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

1,130 1.87 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 956 1.58 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社  
東京都港区浜松町２丁目11－３  924 1.53 

ゴールドマンサックスイン

ターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会

社） 

PETERBOROUGH COURT,133 FLEET STREET, 

LONDON EC4A 2BB U.K. 

（東京都港区六本木６丁目10－１） 

720 1.19 

計 － 21,071 34.79 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株含まれている。また、「議

決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）ある。な

お、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれている。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はない。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,822,000 －  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式56,910,000 56,910  － 

単元未満株式 普通株式   837,390 －  － 

発行済株式総数 60,569,390 － －  

総株主の議決権 － 56,910 －  

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

芦森工業株式会社 
大阪市西区北堀江３

丁目10－18 
2,506,000 － 2,506,000 4.14 

株式会社赤尾 
大阪市西区新町４丁

目13－１ 
316,000 － 316,000 0.52 

計 － 2,822,000 － 2,822,000 4.66 

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 

高（円） 267 266 264 256 245 222 

低（円） 254 238 239 239 215 207 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     3,548 2,762   2,445 

２．受取手形及び売掛
金 

 ※１    11,423 11,109   12,629 

３．たな卸資産     5,033 5,412   4,996 

４．その他     618 718   1,086 

５．貸倒引当金     △19 △25   △43 

流動資産合計     20,603 60.4 19,977 59.4   21,115 61.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物   6,700   7,342 6,794   

減価償却累計額   3,755 2,944 3,906 3,435 3,782 3,011 

(2）機械装置及び運
搬具 

  10,637   11,229 10,964   

減価償却累計額   7,789 2,848 8,472 2,756 8,137 2,827 

(3）工具器具備品   8,699   9,122 8,778   

減価償却累計額   7,547 1,152 7,892 1,230 7,689 1,088 

(4）土地     2,603 2,642   2,621 

(5）建設仮勘定     87 86   261 

有形固定資産合計     9,636 10,151   9,810 

２．無形固定資産     143 344   352 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２   3,476 2,489   2,668 

(2）長期貸付金     30 20   26 

(3）その他     302 722   508 

(4）貸倒引当金     △97 △62   △95 

投資その他の資産
合計 

    3,711 3,169   3,108 

固定資産合計     13,491 39.6 13,664 40.6   13,271 38.6

資産合計     34,095 100.0 33,642 100.0   34,386 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

 ※１    9,353 8,946   9,932 

２．短期借入金     240 150   240 

３．未払金     1,139 1,219   1,043 

４．未払消費税等     10 26   18 

５．未払法人税等     158 191   8 

６．賞与引当金     339 349   331 

７．役員賞与引当金      19 18   32 

８．その他の引当金     7 9   9 

９．その他     755 739   795 

流動負債合計     12,024 35.3 11,650 34.6   12,410 36.1

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金     1,455 1,388   1,428 

２．役員退職慰労引当
金 

    184 183   210 

３．その他     42 42   42 

固定負債合計     1,682 4.9 1,614 4.8   1,682 4.9

負債合計     13,706 40.2 13,264 39.4   14,092 41.0

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     8,388 24.6   8,388 24.9   8,388 24.4 

２．資本剰余金     7,431 21.8   7,431 22.1   7,431 21.6 

３．利益剰余金     4,020 11.8   4,197 12.5   4,124 12.0 

４．自己株式     △471 △1.4   △486 △1.4   △479 △1.4 

株主資本合計     19,369 56.8   19,531 58.1   19,465 56.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    1,025 3.0   380 1.1   629 1.8 

２．為替換算調整勘定     △16 △0.0   438 1.3   176 0.5 

評価・換算差額等合
計 

    1,008 3.0   819 2.4   806 2.3 

Ⅲ 少数株主持分     11 0.0   27 0.1   21 0.1 

純資産合計     20,388 59.8   20,377 60.6   20,293 59.0 

負債純資産合計     34,095 100.0   33,642 100.0   34,386 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     20,374 100.0 20,392 100.0   43,204 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   17,778 87.3 17,829 87.4   37,330 86.4

売上総利益     2,595 12.7 2,563 12.6   5,873 13.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1,2   2,210 10.8 2,074 10.2   4,222 9.8

営業利益     385 1.9 488 2.4   1,651 3.8

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   1 1   

２．受取配当金   12   14 19   

３．為替差益   －   49 67   

４．持分法による投資
利益  

  88   － 94   

５．賃貸料   10   9 20   

６．貸倒引当金戻入益   21   18 0   

７．投資事業組合利
益  

  3   6 －   

８．その他   18 154 0.8 22 122 0.6 36 240 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   0   3 4   

２．たな卸資産処分損   74   73 163   

３．賃貸料原価   8   7 17   

４．為替差損   2   － －   

５．持分法による投資
損失 

  －   7 －   

６．その他   12 99 0.5 4 97 0.5 40 225 0.5

経常利益     439 2.2 513 2.5   1,666 3.9

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※３ －   6 27   

２．投資有価証券売却
益   

  －   － 546   

３．ゴルフ会員権売却
益  

  － － － 4 11 0.1 － 573 1.3

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※４ 19   19 41   

２．投資有価証券評価
損  

 ※５  －   185 8   

３．投資資産評価損   ※６  4   － 4   

４．貸倒引当金繰入
額  

 ※７  －   9 －   

５．訴訟関連費用 ※８ － 23 0.1 － 213 1.0 1,315 1,370 3.2

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    416 2.1 311 1.6   869 2.0

法人税、住民税及
び事業税 

  111   226 203   

法人税等調整額   61 173 0.9 △134 91 0.5 171 374 0.9

少数株主利益（△
減算） 

    △0 △0.0 △2 △0.0   △3 △0.0

中間(当期)純利益     242 1.2 217 1.1   491 1.1

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 (注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 3,969 △465 19,324 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △145   △145 

役員賞与（注）     △45   △45 

中間純利益     242   242 

自己株式の取得       △6 △6 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 50 △6 44 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 4,020 △471 19,369 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,244 3 1,248 7 20,580 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         △145 

役員賞与（注）         △45 

中間純利益         242 

自己株式の取得         △6 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△219 △20 △239 4 △235 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△219 △20 △239 4 △191 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,025 △16 1,008 11 20,388 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 4,124 △479 19,465 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △145   △145 

中間純利益     217   217 

自己株式の取得       △6 △6 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 72 △6 65 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 4,197 △486 19,531 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
629 176 806 21 20,293 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     －   △145 

中間純利益     －   217 

自己株式の取得     －   △6 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△248 261 13 5 18 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△248 261 13 5 84 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
380 438 819 27 20,377 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 3,969 △465 19,324 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △145   △145 

剰余金の配当     △145   △145 

役員賞与（注）     △45   △45 

当期純利益     491   491 

自己株式の取得       △14 △14 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
        － 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 155 △14 140 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 4,124 △479 19,465 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,244 3 1,248 7 20,580 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     －   △145 

剰余金の配当     －   △145 

役員賞与（注）     －   △45 

当期純利益     －   491 

自己株式の取得     －   △14 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△615 173 △441 14 △427 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△615 173 △441 14 △286 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
629 176 806 21 20,293 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  416 311 869

減価償却費   605 760 1,389

退職給付引当金の減
少額 

  △3 △40 △29

役員退職慰労引当金
の減少額 

  △52 △26 △25

支払利息   0 3 4

受取利息及び受取配
当金 

  △13 △15 △20

投資有価証券売却
益  

  － － △546

投資有価証券評価損   － 185 8

有形固定資産売却益   － △6 △27

有形固定資産処分損   19 19 41

訴訟関連費用   － － 1,315

売上債権の減少額
（△増加額） 

  643 1,654 △465

たな卸資産の増加額   △445 △320 △340

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  560 △1,199 970

その他   △178 183 242

小計   1,553 1,508 3,385

利息及び配当金の受
取額 

  15 17 23

利息の支払額   △0 △3 △4

訴訟関連費用の支払
額 

  － － △1,315

法人税等の支払額   △623 △19 △1,108

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  945 1,502 981

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻しに
よる収入 

  3 3 8

定期預金の預入れに
よる支出 

  △4 △2 △7

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

有形固定資産の取得
による支出 

  △831 △768 △2,317

有形固定資産の売却
による収入 

  10 8 70

無形固定資産の取得
による支出 

  △6 △7 △231

投資有価証券の取得
による支出 

  △3 △397 △7

投資有価証券の売却
による収入 

  0 132 599

ゴルフ会員権の売却
による収入 

  － 5 －

貸付による支出   △1 － △3

貸付金の回収による
収入 

  6 5 12

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △825 △1,020 △1,877

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入れによる収
入 

  430 4,850 2,940

短期借入金の返済に
よる支出 

  △530 △4,940 △3,040

配当金の支払額   △145 △145 △290

自己株式の取得によ
る支出 

  △6 △6 △14

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △251 △241 △405

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  15 78 85

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  △115 318 △1,216

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  3,649 2,432 3,649

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  3,533 2,750 2,432

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ７社 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ７社 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ７社 

   連結子会社名  

芦森エンジニアリング㈱ 

アシモリセンイ㈱ 

ジェット商事㈱ 

芦森不動産㈱ 

ASHIMORI AMERICA INC.  

芦森科技（無錫）有限公司 

ASHIMORI（Thailand) CO.,LTD. 

   連結子会社名  

同左    

連結子会社名 

          同左    

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

３社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

３社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

３社 

持分法適用関連会社名 

㈱赤尾 

DELPHI AUTOMOTIVE SYSTEMS  

ASHIMORI LLC. 

DELPHI AUTOMOTIVE SYSTEMS  

ASHIMORI de MEXICO S.A.  

deC.V. 

同左 同左 

(2) 関連会社（赤尾防災㈱、セイ

ブ繊維㈱、タカラ産業㈱の３

社）については、連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として重

要性がないため、投資について

持分法を適用せず原価法により

評価している。 

(2)     同左 (2)     同左 

３．連結子会社の中間決算日に関す

る事項 

 国内連結子会社の中間決算日

は、中間連結財務諸表提出会社と

一致しているが、在外連結子会社

の中間決算日は、６月30日であ

る。 

 なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

３．連結子会社の中間決算日に関す

る事項 

同左 

３．連結子会社の決算日に関する事

項 

 国内連結子会社の決算日は、連

結財務諸表提出会社と一致してい

るが、在外連結子会社の決算日

は、12月31日である。 

 なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左       

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

 主として、総平均法によ

る原価法 

③ たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

③ たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

貯蔵品 

 主として 終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 国内連結会社は定率法（提

出会社の本社建物及び本社構

築物については定額法）、在

外連結子会社は、定額法によ

っている。 

 ただし、国内連結会社の平

成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除

く。）については定額法によ

っている。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物   18～65年 

機械装置 7～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ────── （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変

更している。 

 これにより、売上総利益、営

業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益がそれぞれ23百

万円減少している。  

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

いる。  

    ──────  

    ────── （追加情報）  

 当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上してい

る。  

 これにより、売上総利益が40

百万円、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益がそ

れぞれ43百万円減少している。  

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

いる。    

     ────── 

② 無形固定資産  

 定額法によっている。  

 なお、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いている。  

② 無形固定資産   

 同左 

② 無形固定資産    

 同左  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるた

め、支給見込額の当中間連結

会計期間負担額を計上してい

る。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるた

め、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上している。 

③ 役員賞与引当金  

 役員の賞与に充てるため、

当連結会計年度における支給

見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上している。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ている。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益が、それぞれ19百万円減

少している。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

している。   

③ 役員賞与引当金  

 役員の賞与に充てるため、

当連結会計年度における支給

見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上している。 

③ 役員賞与引当金  

 役員の賞与に充てるため、

支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上している。 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してい

る。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純

利益が、それぞれ32百万円減

少している。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

している。    

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てる

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理している。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てる

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

  過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理

している。  

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理している。  

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てる

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

いる。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理している。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 提出会社の役員の退職慰労

金に充てるため内規による中

間期末要支給額を計上してい

る。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 提出会社の役員の退職慰労

金に充てるため内規による期

末要支給額を計上している。 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、当該会社の中

間決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に

含めている。 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

      同左 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、当該会

社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

 なお、為替変動リスクのヘ

ッジについて、振当処理の要

件を満たす場合は、振当処理

を行っている。  

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引 

・ヘッジ対象…外貨建金銭債

権債務 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 通常の営業過程における輸

出入取引に係る為替相場の変

動によるリスクを軽減するた

め為替予約取引（個別予約）

を行っている。 

 この取引は、外貨建金銭債

権債務の残高の範囲内でのみ

行い、投機目的の取引は行わ

ない方針である。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象である外貨建金

銭債権債務とヘッジ手段であ

る為替予約取引を個別に対応

させ、両者の為替相場の変動

を基礎としてヘッジの有効性

を評価している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式を採用している。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の処理方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 



会計方針の変更（会計処理の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してい

る。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は、20,377百万円である。 

 当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成している。  

      ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）   

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用している。

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は、20,271百万円である。 

 当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成してい

る。   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形               

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

いる。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれている。  

   受取手形     132百万円 

   支払手形      1百万円 

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形              

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

いる。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれている。  

   受取手形      137百万円 

   支払手形       5百万円 

※１  連結会計年度末日満期手形  

   連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしてい

る。なお、当連結会計年度の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計年度末残高に含

まれている。  

   受取手形     128百万円

  支払手形      5百万円

  

※２ 関連会社に対するものは、次

のとおりである。  

※２ 関連会社に対するものは、次

のとおりである。  

※２ 関連会社に対するものは、次

のとおりである。  

投資有価証券（株

式） 
694百万円

投資有価証券（株

式） 
   574百万円

投資有価証券（株

式） 
   739百万円

 ３ 保証債務 

 次の取引に対し保証を行って

いる。 

 ３ 保証債務 

 次の取引に対し保証を行って

いる。 

 ３ 保証債務 

 次の取引に対し保証を行って

いる。 

従業員（住宅資金

借入） 
   16百万円

従業員（住宅資金

借入） 
    13百万円

従業員（住宅資金

借入） 
   15百万円

  ４ 当社は、平成18年２月27日付 

   で、当社が製造・販売するシー

トベルトのウエビング巻取装置

用プリテンショナーにおいて、

株式会社東海理化電機製作所の

保有する特許に侵害するとし

て、損害賠償請求金額2,430百万

円の支払等を求める訴訟の提起

を受けている。 

      また、前記に係る特許権とは

別の特許権に関し、平成18年５

月８日付、平成18年６月５日

付、平成18年６月27日付で、当

社は同社より、シートベルト装

置の製造・使用・販売の差止め

等を求める訴えを提起されてい

る。 

      当社はそれぞれに関して、当

社製品は特許侵害にはあたらな

いものであり、かつ当該特許に

無効理由があると考えている

が、訴訟の推移如何によっては

当社の経営成績に影響を及ぼす

可能性がある。 

 ４     ──────   ４     ──────       



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目、金額は、次のとおりで

ある。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目、金額は、次のとおりで

ある。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目、金額は、次のとおりで

ある。 

荷造運送費    760百万円

役員報酬   106   

給料賃金手当 407 

賞与金   56 

賞与引当金繰入額 98 

退職給付引当金 

繰入額 
28 

役員退職慰労引当

金繰入額 
  26 

荷造運送費    543百万円

役員報酬 91  

給料賃金手当 407  

賞与金  56 

賞与引当金繰入額  95 

役員賞与引当金 

繰入額  
 18 

退職給付引当金 

繰入額 
 25 

役員退職慰労引当

金繰入額 
 23 

荷造運送費   1,384百万円

役員報酬  204 

給料賃金手当  804 

賞与金  208 

賞与引当金繰入額  114 

役員賞与引当金 

繰入額  
 32 

退職給付引当金 

繰入額 
 55 

役員退職慰労引当金

繰入額 
 52 

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、次の

とおりである。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、次の

とおりである。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、次の

とおりである。 

一般管理費   15百万円

当期製造費用       420   

計 436 

一般管理費     49百万円

当期製造費用 436  

計 485 

一般管理費    103百万円

当期製造費用  824 

計 928 

※３    ────── 

   

※３  主として、自動車安全部品事

業の金型の売却に係るものであ

る。なお、その内容は次のとお

りである。     

機械装置及び運搬

具  
   0百万円 

工具器具備品   6 

 計   6 

※３ 主として、自動車安全部品事

業の不要設備の売却に係るもの

である。なお、その内容は次の

とおりである。 

機械装置及び運搬

具 
    20百万円

工具器具備品      6   

計 27 

     

※４ 主として、大阪工場及び篠山

工場の不要設備の処分に係るも

のである。なお、その内容は次

のとおりである。 

※４ 主として、大阪工場及び篠山

工場の不要設備の処分に係るも

のである。なお、その内容は次

のとおりである。 

※４ 主として、大阪工場及び篠山

工場の不要設備の処分に係るも

のである。なお、その内容は次

のとおりである。  

建物及び構築物      5百万円

機械装置及び運

搬具 
      7 

工具器具備品        6 

計 19 

建物及び構築物      0百万円

機械装置及び運搬

具 
 13 

工具器具備品  4 

計 19 

建物及び構築物      9百万円

機械装置及び運搬

具 
 16 

工具器具備品   15 

計 41 

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加19千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５    ────── 

  

※５ 当中間連結会計期間後に売却

する関連会社株式につき強制評

価減を行ったものである。  

※５ 投資有価証券の一部につき強

制評価減を行ったものである。 

※６ 出資先の破産手続開始に伴う

ものである。     

※６    ──────     ※６ 出資先の破産手続開始に伴う

ものである。 

※７    ──────     

※８    ──────   

※７  取引先の民事再生法申請に伴

うものである。        

※８    ──────   

※７    ──────     

※８ 株式会社東海理化電機製作所

との係争における、同社への和

解金及び弁護士費用等である。  

     

  ９ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、提

出会社の当期において予定して

いる買換資産圧縮積立金の取崩

しを前提として計算している。 

  ９      同左    ９    ────── 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 60,569 － － 60,569 

合計 60,569 － － 60,569 

自己株式        

普通株式 （注） 2,541 19 － 2,561 

合計 2,541 19 － 2,561 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 145 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 145  利益剰余金 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月５日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加26千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 60,569 － － 60,569 

合計 60,569 － － 60,569 

自己株式        

普通株式 （注） 2,593 26 － 2,620 

合計 2,593 26 － 2,620 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 145 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 145  利益剰余金 2.5 平成19年９月30日 平成19年12月４日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加52千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 60,569 － － 60,569 

合計 60,569 － － 60,569 

自己株式        

普通株式 （注） 2,541 52 － 2,593 

合計 2,541 52 － 2,593 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 145 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月10日 

取締役会  
普通株式  145 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 145  利益剰余金 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  3,548百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△14  

現金及び現金同等 

物 
3,533 

現金及び預金勘定    2,762百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
 △11 

現金及び現金同等

物 
     2,750 

現金及び預金勘定    2,445百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
 △13 

現金及び現金同等

物 
     2,432 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日）  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日）  

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

  機械装置

及び運搬

具 

(百万円) 

  
工具器具

備品 

(百万円) 

  

合計 

(百万円) 

取得価額

相当額 

  
25
  

226
  

252

減価償却 

累計額相

当額 

  

11

  

159

  

170

中間期末

残高相当

額 

  

13

  

67

  

81

  

  機械装置

及び運搬

具 

(百万円)

 
工具器具

備品 

(百万円)

 

合計 

(百万円)

取得価額

相当額 

  
67
 

191
 

259

減価償却 

累計額相

当額 

  

24

 

96

 

120

中間期末

残高相当

額 

  

42

 

95

 

138

  

 機械装置

及び運搬

具 

(百万円) 

  
工具器具

備品 

(百万円) 

 

合計 

(百万円)

取得価額

相当額 

 
33
  

165
 

198

減価償却

累計額相

当額 

 

14

  

116

 

130

期末残高

相当額 

 
19
  

48
 

68

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日）  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日）  

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 37百万円

１年超 43 

合計 81 

１年内  47百万円

１年超 90 

合計 138 

１年内    30百万円

１年超 37 

合計 68 

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料    23百万円

減価償却費相当額 23 

支払リース料     26百万円

減価償却費相当額 26 

支払リース料   45百万円

減価償却費相当額 45 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 837 2,560 1,722 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 837 2,560 1,722 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く。） 32 

その他 189 

(2)子会社及び関連会社株式   

関連会社株式 694 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,060 1,700 640 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 1,060 1,700 640 

  
当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式 34 

その他 179 

(2)子会社及び関連会社株式   

関連会社株式 574 



（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 該当事項なし。 

 なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しており、注記の対象から除いている。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 該当事項なし。 

 なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しており、注記の対象から除いている。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 該当事項なし。 

 なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しており、注記の対象から除いている。 

  

前連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 662 1,720 1,057 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 662 1,720 1,057 

  
前連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式 34 

その他 173 

(2)子会社及び関連会社株式   

関連会社株式 739 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

(1）前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

(2）当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
防災用繊維
製品事業 
（百万円） 

産業用繊維
製品事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全
社   
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,361 17,982 31 20,374 － 20,374 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 2,361 17,982 31 20,374 (－) 20,374 

営業費用 2,283 17,123 17 19,423 565 19,989 

営業利益 77 858 14 950 (565) 385 

  
防災用繊維
製品事業 
（百万円） 

産業用繊維
製品事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全
社   
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,307 18,052 32 20,392 － 20,392 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 2,307 18,052 32 20,392 (－) 20,392 

営業費用 2,244 17,081 18 19,344 559 19,903 

営業利益 62 971 14 1,047 (559) 488 



(3）前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

(1）防災用繊維製品事業……消防用ホース、消火栓用ホース、導管補修用ホース及び工事、その他関連材料 

(2）産業用繊維製品事業……高機能資材織物、合繊ロープ、細巾織物、自動車用シートベルト、エアバッグ、

後部車室用カバー（トノカバー）、電動リアサンシェード等  

(3）その他事業……不動産賃貸事業 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の本社管理部門及び

研究開発部門に係る費用である。 

前中間連結会計期間     565百万円 

当中間連結会計期間     559百万円 

前連結会計年度      1,138百万円 

４．会計方針の変更 

（前中間連結会計期間）  

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)③に記載の通り、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は19百万円増加し、営業利益

が同額減少している。 

（当中間連結会計期間）  

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)①に記載の通り、当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法に

よった場合に比べて、営業費用が「防災用繊維製品事業」0百万円、「産業用繊維製品事業」23百万円それ

ぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

（前連結会計年度）   

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3)③に記載の通り、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は32百万円増加し、営業利益が同額

減少している。     

５．追加情報  

（当中間連結会計期間）   

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2)①に記載の通り、当社及び国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ている。これにより、営業費用が「防災用繊維製品事業」11百万円、「産業用繊維製品事業」30百万円、

「その他事業」0百万円、「消去又は全社」1百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。  

  
防災用繊維
製品事業 
（百万円） 

産業用繊維
製品事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全
社   
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 6,304 36,835 63 43,204 － 43,204 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － (－) － 

計 6,304 36,835 63 43,204 (－) 43,204 

営業費用 5,674 34,704 35 40,414 1,138 41,552 

営業利益 629 2,131 28 2,789 (1,138) 1,651 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19

年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

に係る、所在地別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超え

ているため、その記載を省略した。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日）に係る、海外売上高は、それぞれ連結売上高の10％未満であるため、その

記載を省略した。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）  

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりである。  

 (1)アジア・・・・・・タイ、中国 

  (2)その他の地域・・・米国 

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

     該当事項なし。  

(2）【その他】 

該当事項なし。 

  アジア  その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,860 456 2,316 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     20,392 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.1 2.3 11.4 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日）  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日）  

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日）  

１株当たり純資産額     351.29円

１株当たり中間純利益     4.17円

１株当たり純資産額     351.18円

１株当たり中間純利益      3.75円

１株当たり純資産額     349.66円

１株当たり当期純利益      8.48円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載をしてい

ない。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日   
  至 平成18年９月30日)  

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日   
  至 平成19年９月30日)  

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日)  

中間（当期）純利益        242百万円           217百万円             491百万円 

普通株主に帰属しない金額 － －       －    

普通株式に係る中間（当期）

純利益 
       242百万円           217百万円             491百万円 

期中平均株式数 58,015千株       57,961千株             58,002千株 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,586   1,776 1,201   

２．受取手形  ※１  2,379   2,482 2,920   

３．売掛金   8,706   8,177 9,043   

４．たな卸資産   4,335   4,420 4,282   

５．その他   1,442   1,185 1,593   

６．貸倒引当金   △9   △11 △11   

流動資産合計     19,440 59.3 18,029 57.4   19,029 58.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２         

(1）建物   2,276   2,341 2,333   

(2）機械及び装置   2,060   1,932 2,022   

(3）土地   2,470   2,471 2,471   

(4）その他   1,324   1,343 1,214   

計   8,132   8,090 8,041   

２．無形固定資産   73   259 277   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   4,913   4,133 4,485   

(2）その他   858   962 1,023   

(3）貸倒引当金   △91   △46 △89   

(4）投資損失引当金   △549   － △337   

計   5,130   5,049 5,081   

固定資産合計     13,336 40.7 13,399 42.6   13,400 41.3

資産合計     32,777 100.0 31,429 100.0   32,430 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  ※１  351   241 291   

２．買掛金   8,812   8,088 9,092   

３．未払法人税等   154   183 －   

４．賞与引当金   293   294 296   

５．役員賞与引当金    19   18 31   

６．その他   1,704   1,695 1,600   

流動負債合計     11,334 34.6 10,521 33.5   11,312 34.9

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   1,446   1,379 1,419   

２．役員退職慰労引当
金 

  184   183 210   

３．長期未払金   2   － 1   

固定負債合計     1,633 5.0 1,563 5.0   1,630 5.0

負債合計     12,968 39.6 12,085 38.5   12,942 39.9

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     8,388 25.6   8,388 26.7   8,388 25.9 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   7,431     7,431     7,431    

資本剰余金合計     7,431 22.7   7,431 23.6   7,431 22.9 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   761     761     761    

(2）その他利益剰余
金 

                   

買換資産圧縮積
立金 

  375     362     366    

繰越利益剰余金   2,272     2,480     2,364    

利益剰余金合計     3,409 10.4   3,604 11.5   3,491 10.8 

４．自己株式     △446 △1.4   △461 △1.5   △454 △1.4 

株主資本合計     18,783 57.3   18,963 60.3   18,857 58.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    1,025 3.1   380 1.2   629 1.9 

評価・換算差額等合
計 

    1,025 3.1   380 1.2   629 1.9 

純資産合計     19,808 60.4   19,344 61.5   19,487 60.1 

負債純資産合計     32,777 100.0   31,429 100.0   32,430 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,159 100.0 18,474 100.0   39,824 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,907 88.2 16,464 89.1   34,929 87.7

売上総利益     2,252 11.8 2,009 10.9   4,895 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,808 9.5 1,556 8.4   3,370 8.5

営業利益     444 2.3 453 2.5   1,524 3.8

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   8   6 18   

２．受取配当金   22   35 29   

３．賃貸料   22   21 44   

４．その他   17 71 0.4 35 99 0.5 26 119 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   0   2 1   

２．たな卸資産処分
損 

  74   73 163   

３．賃貸料原価   8   7 17   

４．その他   8 91 0.5 8 92 0.5 17 200 0.5

経常利益     424 2.2 459 2.5   1,443 3.6

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※１ －   6 －   

２．投資有価証券売 
却益  

  －   － 546   

３．ゴルフ会員権売
却益  

  －   4 －   

４．関係会社投資損
失引当金戻入益 

※２ － － － － 11 0.1 211 757 1.9

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※３ 19   16 41   

２．投資有価証券評
価損 

※４ －   － 8   

３．投資資産評価損   ※５  4   － 4   

４．訴訟関連費用 ※６ － 23 0.1 － 16 0.1 1,315 1,369 3.4

税引前中間(当
期)純利益 

    400 2.1 455 2.5   832 2.1

法人税、住民税
及び事業税 

  110   166 146   

法人税等調整額   73 183 1.0 31 197 1.1 241 387 1.0

中間(当期)純利
益 

    217 1.1 257 1.4   444 1.1

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

買換資産
圧縮積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 385 2,236 3,382 △440 18,762 

中間会計期間中の変動額                  

買換資産圧縮積立金の取崩

（注） 
    －   △9 9 －   － 

剰余金の配当（注）     －     △145 △145   △145 

役員賞与（注）     －     △45 △45   △45 

中間純利益     －     217 217   217 

自己株式の取得     －       － △6 △6 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

    －       －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △9 36 26 △6 20 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 375 2,272 3,409 △446 18,783 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,244 1,244 20,007 

中間会計期間中の変動額      

買換資産圧縮積立金の取崩

（注） 
  － － 

剰余金の配当（注）   － △145 

役員賞与（注）   － △45 

中間純利益   － 217 

自己株式の取得   － △6 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△219 △219 △219 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△219 △219 △199 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,025 1,025 19,808 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

買換資産
圧縮積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 366 2,364 3,491 △454 18,857 

中間会計期間中の変動額                  

買換資産圧縮積立金の取崩     －   △4 4 －   － 

剰余金の配当     －     △145 △145   △145 

中間純利益     －     257 257   257 

自己株式の取得     －       － △6 △6 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

    －       －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △4 116 112 △6 105 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 362 2,480 3,604 △461 18,963 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
629 629 19,487 

中間会計期間中の変動額      

買換資産圧縮積立金の取崩   － － 

剰余金の配当   － △145 

中間純利益   － 257 

自己株式の取得   － △6 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△248 △248 △248 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△248 △248 △142 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
380 380 19,344 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

買換資産
圧縮積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 385 2,236 3,382 △440 18,762 

事業年度中の変動額                  

買換資産圧縮積立金の取崩

（注） 
    －   △9 9 －   － 

買換資産圧縮積立金の取崩      －   △9 9 －   － 

剰余金の配当（注）     －     △145 △145   △145 

剰余金の配当      －     △145 △145   △145 

役員賞与（注）     －     △45 △45   △45 

当期純利益     －     444 444   444 

自己株式の取得     －       － △14 △14 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
    －       －   － 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － △18 128 109 △14 94 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
8,388 7,431 7,431 761 366 2,364 3,491 △454 18,857 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,244 1,244 20,007 

事業年度中の変動額      

買換資産圧縮積立金の取崩

（注） 
  － － 

買換資産圧縮積立金の取崩    － － 

剰余金の配当（注）   － △145 

剰余金の配当    － △145 

役員賞与（注）   － △45 

当期純利益   － 444 

自己株式の取得   － △14 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△615 △615 △615 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△615 △615 △520 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
629 629 19,487 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算

定）   

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）    

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

 総平均法による原価法 

貯蔵品 

 終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（本社建物及び本社構

築物については定額法）によっ

ている。 

 ただし、平成10年4月1日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法に

よっている。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物   18～65年 

機械装置  7～15年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

        ──────  

      ──────   

（会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

している。  

 これにより、売上総利益、営

業利益、経常利益及び税引前中

間純利益がそれぞれ23百万円減

少している。  

（追加情報）  

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。  

 これにより、売上総利益が39

百万円、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益がそれぞれ

42百万円減少している。  

         ──────  

         ──────  

(2）無形固定資産  

 定額法によっている。  

 なお、自社利用ソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてい

る。  

(2）無形固定資産  

 同左  

(2）無形固定資産  

 同左  

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に充てるため、その財政状態

及び経営成績を考慮して、投資

額に対して計上している。 

(2）投資損失引当金 

───── 

(2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に充てるため、その財政状態

及び経営成績を考慮して、投資

額に対して計上している。 

(3）賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、

支給見込額の当中間会計期間負

担額を計上している。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

 従業員の賞与に充てるため、

支給見込額の当事業年度負担額

を計上している。 

(4）役員賞与引当金  

  役員の賞与に充てるため、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ている。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が、そ

れぞれ19百万円減少している。  

(4）役員賞与引当金  

 役員の賞与に充てるため、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ている。       

(4）役員賞与引当金 

  役員の賞与に充てるため、支

給見込額の当事業年度負担額を

計上している。 

 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ31百万円減少してい

る。   

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理してい

る。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理してい

る。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上している。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理してい

る。 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め内規による中間期末要支給額

を計上している。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め内規による期末要支給額を計

上している。 

     
 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準          

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準         

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準         

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。  

５．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

５．リース取引の処理方法 

同左  

５．リース取引の処理方法 

同左  

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってい

る。 

 なお、為替変動リスクのヘッ

ジについて、振当処理の要件を

満たす場合は、振当処理を行っ

ている。    

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左   

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引 

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 通常の営業過程における輸出

入取引に係る為替相場の変動に

よるリスクを軽減するため為替

予約取引（個別予約）を行って

いる。 

 この取引は、外貨建金銭債権

債務の残高の範囲内でのみ行

い、投機目的の取引は行わない

方針である。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象である外貨建金銭

債権債務とヘッジ手段である為

替予約取引を個別に対応させ、

両者の為替相場の変動を基礎と

してヘッジの有効性を評価して

いる。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式を採用している。なお、「仮

払消費税等」及び「仮受消費税

等」は相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

同左  

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方

式を採用している。 



会計方針の変更（会計処理の変更） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は19,808百万円である。 

 当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財

務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成してい

る。   

   当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は19,487百万円である。 

 当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成している。    

     



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 中間期末日（期末日）

満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関

の休日であった為、次の中間会計

期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれている。         

 受取手形       278百万円 

 支払手形         1百万円  

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関

の休日であった為、次の中間会計

期間末日満期手形が中間会計期間

末残高に含まれている。         

 受取手形       250百万円 

 支払手形         5百万円  

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理をしている。なお、当期末日

は金融機関の休日であった為、次

の期末日満期手形が期末残高に含

まれている。  

     

 受取手形        139百万円 

  支払手形           5百万円 

※２ 有形固定資産の減価償

却累計額 

17,802百万円       18,428百万円   18,059百万円 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

  

従業員（住宅資金借入） 

      16百万円 

  

従業員（住宅資金借入） 

        13百万円 

  

従業員（住宅資金借入） 

    15百万円

  ４  

  

 当社は、平成18年２月27日付

で、当社が製造・販売するシート

ベルトのウエビング巻取装置用プ

リテンショナーにおいて、株式会

社東海理化電機製作所の保有する

特許に侵害するとして、損害賠償

請求金額2,430百万円の支払等を

求める訴訟の提起を受けている。 

 また、前記に係る特許権とは別

の特許権に関し、平成18年５月８

日付、平成18年６月５日付、平成

18年６月27日付で、当社は同社よ

り、シートベルト装置の製造・使

用・販売の差止め等を求める訴え

を提起されている。 

 当社はそれぞれに関して、当社

製品は特許侵害にはあたらないも

のであり、かつ当該特許に無効理

由があると考えているが、訴訟の

推移如何によっては当社の経営成

績に影響を及ぼす可能性がある。

  

     ─────            ─────    

      



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益 ──────   主として、自動車安全部品事業

の金型の売却に係るものである。

なお、その内容は次のとおりであ

る。 

     ──────   

    機械及び装置   0百万円 

その他    6      

計 6 

 

       
※２ 関係会社投資損失引当

金戻入益        

      ──────         ──────    関係会社の業績回復に伴う戻入

である。  

※３ 固定資産処分損  主として、大阪工場及び篠山工

場の不要設備の除却に係るもので

ある。なお、その内容は次のとお

りである。  

 主として、大阪工場及び篠山工

場の不要設備の除却に係るもので

ある。なお、その内容は次のとお

りである。  

 主として、大阪工場及び篠山工

場の不要設備の除却に係るもので

ある。なお、その内容は次のとお

りである。   

  建物      0百万円

機械及び装置        6 

その他        11 

計 19 

建物     0百万円

機械及び装置         10 

その他  5 

計 16 

建物    3百万円

機械及び装置  15 

その他  21 

計 41 

※４ 投資有価証券評価損       ──────           ──────      投資有価証券の一部につき強制

評価減を行ったものである。    

※５ 投資資産評価損   出資先の破産手続開始に伴うも

のである。  

      ──────      出資先の破産手続開始に伴うも

のである。   

※６ 訴訟関連費用  ──────  ──────  株式会社東海理化電機製作所と

の係争における、同社への和解金

及び弁護士費用等である。  

 ７ 減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

      473百万円

8 

        481 

      554百万円

 22 

  576 

    1,043百万円

  28 

       1,071 

 ８ 法人税、住民税及び事

業税・法人税等調整額 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している買換資産圧縮積立

金の取崩しを前提として計算して

いる。 

       同左 ───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加19千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加26千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加52千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 2,427 19 － 2,447 

合計 2,427 19 － 2,447 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 2,479 26 － 2,506 

合計 2,479 26 － 2,506 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 （注） 2,427 52 － 2,479 

合計 2,427 52 － 2,479 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

 工具器

具備品 

(百万

円) 

  車両 

運搬具 

(百万

円) 

 
合計 

(百万

円) 

取得価

額相当

額 

 

226

 

25

 

252

減価償

却累計

額相当

額 

 

159

 

11

 

170

中間期

末残高

相当額 

 

67

 

13

 

81

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

 工具器

具備品 

(百万

円) 

  車両 

運搬具

(百万

円) 

 
合計 

(百万

円) 

取得価

額相当

額 

 

191

 

34

 

226

減価償

却累計

額相当

額 

 

96

 

11

 

107

中間期

末残高

相当額

 

95

 

23

 

119

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

 工具器

具備品 

(百万

円) 

  車両 

運搬具 

(百万

円) 

  
合計 

(百万

円) 

取得価

額相当

額 

 

165

 

33

  

198

減価償

却累計

額相当

額 

 

116

 

14

  

130

期末残

高相当

額 

 

48

 

19

  

68

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

同左  なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

  ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

  １年以内     37百万円

１年超 43 

合計 81 

１年以内    38百万円

１年超 80 

合計 119 

１年以内   30百万円

１年超 37 

合計 68 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

同左  なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。 

  ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

  支払リース料    23百万円

減価償却費相当

額 
23 

支払リース料 22百万円 

減価償却費相当

額 
22 

支払リース料     45百万円

減価償却費相当

額 
45 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

（１株当たり情報） 

(注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

     該当事項なし。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年９月30日）  

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日   
 至 平成19年３月31日）  

１株当たり純資産額     340.81円

１株当たり中間純利益     3.74円

１株当たり純資産額     333.16円

１株当たり中間純利益       4.43円

１株当たり純資産額     335.47円

１株当たり当期純利益       7.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日  
  至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益        217百万円           257百万円           444百万円 

普通株主に帰属しない金額 － － －  

普通株式に係る中間（当期）

純利益 
       217百万円           257百万円           444百万円 

期中平均株式数       58,129千株             58,074千株             58,116千株 



(2）【その他】 

中間配当 

 平成19年11月９日開催の取締役会において、第108期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）の

中間配当につき、次のとおり決議した。 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行う。

(1)中間配当金の総額 145,156,705円

(2)１株当たり中間配当額 2.50円

(3)支払請求権の効力発生日 

及び支払い開始日 
平成19年12月４日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第107期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書  

平成19年10月31日関東財務局長に提出。  

事業年度（第107期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

る。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月19日

芦森工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 幸一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 英明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている芦森工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、芦森工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。   

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より役員

  賞与に関する会計基準を適用している。 

２．注記事項（中間連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社は特許権の侵害に関する損害賠償請求訴訟の被

  告になっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決から生ずるかもしれない負

  担金額については、中間連結財務諸表に計上されていない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月19日

芦森工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 幸一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 英明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる芦森工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、芦森工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。   

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社及び国内連結子会社は当中間連結会計期間

より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してい

る。   

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月19日

芦森工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 幸一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 英明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている芦森工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、芦森工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

追記情報 

１．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より役員賞与に関する会

  計基準を適用している。 

２．注記事項（中間貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社は特許権の侵害に関する損害賠償請求訴訟の被告に

  なっている。当該訴訟の最終的な結論は現在のところ得られていないため、その判決から生ずるかもしれない負担金

  額については、中間財務諸表には計上されていない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月19日

芦森工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山下 幸一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 英明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる芦森工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、芦森工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間会計期間より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。 
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